
（令和5年6月1日現在適用されている法律に基づいています。）

　【国税庁ホームページアドレスは　https://www.nta.go.jp】

■申告書の作成手順については･･････
パンフレット「消費税及び地方消費税の確定申告の手引き
　　　　　　　個人事業者用」

「法人用　消費税及び地方消費税の申告書の書き方」
■国、地方公共団体や公共・公益法人等に対する消費税の特例
については･･････
　パンフレット「国、地方公共団体や公共・公益法人等と消費税」
をご参照ください。
（これらのパンフレットは、国税庁ホームページからダウンロ
ードできます。）

■輸出物品販売場における輸出免税については･･････
国税庁ホームページの「輸出物品販売場における輸出免税に
ついて」
■国境を越えた役務の提供に係る消費税の課税関係について
は･･････
国税庁ホームページの「国境を越えた役務の提供に係る消費
税の課税関係について」
に掲載している各種リーフレットやＱ＆Ａをご参照ください。

　令和５年10月１日から、適格請求書等保存方式（インボイス制度）
が開始されます。

適格請求書等保存方式（令和５年10月１日～）

※　「適格請求書等保存方式」（インボイス制度）の下では、登録を
受けた事業者（適格請求書発行事業者）のみが適格請求書（インボ
イス）を交付することができます。
　　詳しくは、P69以降をご参照ください。

登録申請は、e-Taxを
ご利用いただくと手
続がスムーズです。

○　インボイス制度に関する一般的な電話相談は、インボイスコールセンター

〇　税務相談チャットボット（インボイス制度）も公開していますので、ぜひご利用ください。
　　ご質問を入力いただくと、AI（人工知能）が自動でお答えします。

　（インボイス制度電話相談センター）で受け付けています。
　　専用ダイヤル　0120-205-553（無料）　[受付時間]　9:00～ 17:00（土日祝除く）

令和5年6月

○　さらに詳しくお知りになりたいことがありましたら、電話
相談センターをご利用ください。ご利用に当たっては最寄
りの税務署にお電話いただき、自動音声にしたがって番号
「1」を選択してください。

○　国税庁ホームページでは、消費税に関する法令解釈通達、
質疑応答事例、消費税法の改正に関する各種パンフレット
などを掲載しています。申告や届出に際し必要な様式をダ
ウンロードすることもできますので是非ご利用ください。

■インボイス制度については･･････
国税庁ホームページ内の「インボイス制度特設サイト」に掲
載しているパンフレット「適格請求書等保存方式の概要～イ
ンボイス制度の理解のために～」をご参照ください。
そのほか、特設サイトでは、各種リーフレットやＱ＆Ａを掲
載しています。

チャットは
こちらから



○　社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）について
　社会保障・税・災害対策分野において、行政手続の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い公平・公正な
社会を実現することを目的として、社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）が導入されました。
　国税のマイナンバー制度に関する情報や法人番号の最新情報については、国税庁ホームページをご覧ください。
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